

保安機関変更届


（１）届出単位　　認定を受けた保安機関ごとに行うこと。

（２）届出時期　　法律第２９条第２項第１号及び第３号を変更したとき、遅滞なく行うこと。

（３）提 出 先　　保安機関の認定をした大臣又は知事

（４）提出書類　　下記の提出書類一覧表を参照すること。
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保安機関変更届書

　　　年　　　月　　　日　　
青　森　県　知　事　　殿

氏名又は名称及び
法人にあっては　　　　　　
その代表者の氏名　　　　                      

住　　　　　　所



液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第35条の4において準用する同法第8条の規定により、次のとおり届け出ます。

1 . 変更の内容




2 . 変更の年月日




3 . 変更の理由






（備考）1 . この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
　　　　2 . ×印の項は記載しないこと。


［協会様式番号１２］

役員及び構成員の構成を説明した書面



　当社の役員及び構成員（液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則第33条で規定する構成員）の3分の2は、下記事項のものに該当しません。



　1 . 液化石油ガス供給機器若しくは消費機器を製造する事業を主たる事業として行
　　っている者又はその役職員

　2 . 液化石油ガス供給機器若しくは消費機器を販売する事業を主たる事業として行っている者又はその役職員

　3 . 液化石油ガス設備工事の事業を主たる事業として行っている者又はその役職員


　　　　　　　年　　月　　日
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